別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：商業振興費
	事業名:（財）岐阜県産業経済振興センター補助金（海外取引支援分）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　商工労働部　モノづくり振興課　地場産業担当　電話番号：058-272-1111（内 3094）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,007千円（前年度予算額：4,007千円）

	事業内容


	１　事業の内容


近年国内市場が縮小するなか、企業の存続をかけて、急速な経済成長が進んでいるアジア等に向けて自社製品・技術等の海外市場展開に挑もうと考えている中小企業者が増えている。その一方で、長引く不況のなか、急激な円高の進行や、大手メーカーによる生産拠点の海外シフトの加速など、海外展開を検討する中小企業者を取り巻く環境は、益々厳しさを増している。

そこで、（財）岐阜県産業経済振興センターが実施する県内中小企業の海外展開支援事業に対し助成する。

＜（財）岐阜県産業経済振興センター　Ｈ２３年度実施予定事業＞
（１）海外取引促進事業
　　　　　　　　 海外への進出や輸出入取引等を推進する県内企業に対して、個々のニーズ
に応じたコンサルティグを行う（専門家による相談会、ワークショップ等）。
また、企業及び関係機関訪問等を通じて、企業ニーズの把握、日々変化す
る海外市場情報、各種情報等の収集を行う。

（２）海外ビジネス人材養成事業
　　　　　　経済のグローバル化・ボーダレス化に対応するため、県内企業の海外取引実務担当者を対象に、輸出入船積実務等の海外取引に必要な知識や制度等の修得を目的とした研修を実施し、海外ビジネスに対応できる人材を育成する。
	２　所要経費


（財）岐阜県産業経済振興センターへの補助金　4,007千円
[内訳]　海外取引促進事業　　　　　3,459千円（謝金、旅費、会場代等）
海外ビジネス人材養成事業　  548千円（委託料、会場代）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・海外への販路開拓を支援する

＜参考：第６章　重点プロジェクト＞
Ⅲ　地域の特色をいかした地場産品の輸出拡大
○アジアを中心とした海外市場開拓（「エクスポート・ギフ２１戦略」の展開）
◆アジア諸国との取引拡大に向けた総合支援
・アジア市場向け事業支援のためのマーケットの調査分析
  ・中小企業が行うアジア市場の特性にあった付加価値の高い新品開発への助成や海外ビジネスのコンサルティング等 

・香港における付加価値の高い地場産品の展示会、商談会、販売フェア等を開催
・商工団体等が行う海外での商標登録に支援
◆上海万博等の国際博覧会や海外見本市を活用した海外市場への売り込み
・中国、台湾、韓国などアジア諸国で開催される国際博覧会等への出展・ＰＲ
	２　これまでの取組状況


(財)岐阜県産業経済振興センターは、県内中小企業の海外ビジネスの総合的なコンサルティング機関、海外取引に関する公的支援機関として県内企業から広く活用されており、特に２１年度以降は、アジアブームの潮流のなか、専門家ビジネス相談会事業をはじめ、アジア方面への海外展開を図る企業に対し、中国やベトナムなどターゲット市場に焦点を絞った事業支援を行うと同時に、県内企業のニーズ把握を積極的に行うなど、きめの細かい支援を行ってきた。
＜Ｈ２１年度実績＞ 
    ア　コンサルティング事業

　輸出入取引、技術連携、海外への進出を推進する企業を支援するために実施。

①個別相談会：実施回数 １６回
②講演会（セミナー）：実施回数 ３回　
・中国経済セミナー、アセアンワークショップ、中国・ワークショップ　    
イ　人材育成塾：輸出入船積実務等　５回（15時間／回）延べ100名  
　　　経済のグローバル化・ボーダレス化への県内企業の対応力強化を支援するため、船積実務等の海外取引に必要な知識や制度などを習得する研修を実施。　　 　
	３　これまでの取組に対する評価


・近年、経済のグローバル化・ボーダレス化に伴い、県内企業の国際化は産業政策上極めて重要な課題となっており、一層の支援強化が必要な分野である。
・また、（財）岐阜県産業経済振興センターは、海外取引支援を含む中小企業支援の専門機関として、県内企業が海外展開する上で必要な情報等の提供をするとともに、海外取引やグローバルな事業展開を積極的に支援してきた実績を持っており、本助成事業は今後も引き続き実施していく必要がある。
＜（財）岐阜県産業経済振興センターによる海外展開支援の評価＞

○中小企業に対する効果的な支援を実施している
・海外進出や販路開拓などの企業の国際化に有益な人材・ノウハウ・情報を持つ関連機関（中小企業基盤整備機構、ジェトロ、地元金融機関等）と連携し、同センターが実施している様々な中小企業支援策とを組み合わせて、複合的に支援を行うことにより、多様な企業ニーズにマッチした効果的な支援を行うことができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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